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公立病院の経営安定化に関する緊急要請 

 

 北海道内の公立病院は、へき地等における医療や、救急・小児・周産期・災害・

精神などの不採算・特殊部門に係る医療を提供し、地域医療の基幹的な役割を担

っております。近年は医療と介護の連携強化、在宅医療や医療ＤＸの推進といっ

た持続可能な医療提供体制の構築に向け様々な取組を進めております。 

公立病院の経営については、公営企業として独立採算が原則としつつも、政策

医療や不採算医療の役割も大きく、地方交付税措置に加え、一般会計からの基準

外の繰出によって、何とか収支を維持しているのが実情であります。 

北海道内の公立病院を有する自治体では、専門医の確保や医師の地域偏在とい

った解決が困難な課題に取り組むほか、地域医療構想調整会議において、医療機

能の分化・集約に関する協議を進めております。 

しかしながら、コロナ禍後の医業収益の減少、物価高騰や人件費の上昇など経

営コストの増大により、公立病院の経営状況は一層厳しい状況となっており、こ

のままでは、地域に必要な病床機能の維持すら困難になるばかりか、公立病院を

有する自治体財政そのものも脅かしかねない極めて深刻な事態に陥っておりま

す。 

つきましては、今般の公立病院の経営悪化は、コロナ禍や物価高騰などの外的

要因に起因し、自助努力に限界を来している状況にあることから、国においては、

地域における持続可能な医療提供体制を確保するとともに、その基盤となる自治

体財政を守るため、以下の対策について早急に検討・実施いただきますよう、強

く要請いたします。 

記 

１ 病床数適正化支援事業における予算確保等 

一次内示において対象外とされた公立病院は、後の二次内示で支援対象に追加

されたものの、各病院の病床削減数の意向と大きく乖離していることから、本事

業の活用を希望するすべての医療機関に対し、令和７年度補正予算措置により、

確実に支援をすること。また、支給対象を経常赤字が続く医療機関に限定せず、

経営が困難な医療機関を幅広く支援するよう、配分方法の見直しを行うこと。 

 



２ 診療報酬の適切な見直し 

物価や賃金の上昇が、病院経営に甚大な影響を与えていることから、緊急に十

分な財政支援を行うとともに、診療報酬については社会経済情勢等に応じて、改

定期を待たずに期中での改定も視野に入れた仕組みを導入すること。 

３ 不採算医療等に対する財政措置の充実強化  

各市の一般会計の負担軽減を図るため、不採算医療や特殊部門の医療を行う病

院事業に対する地方交付税措置の算定について、抜本的な見直しを行うとともに、

公立病院の資金不足の解消及び収支改善を図るため、病院事業債（経営改善推進

事業）の要件緩和を行うなど、財政措置を充実強化すること。 




